
令和６年２月 27日 

地方独立行政法人神奈川県立病院機構任期付職員の就業規則の一部改正 新旧対照表（案）                                         本部事務局人事部 
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第 53号議案 

新 旧 改正理由等 

（略） 

（勤務条件の明示） 

第６条の２ 第２条から第６条に規定する職員として採用しようとする者

には、その採用に際して、雇用条件通知書（第１号様式。ただし、第 15

条第１項の規定により無期労働契約に転換する職員にあっては、第２号様

式）を交付するものとする。 

２ 前項で規定する雇用条件通知書には、次の各号に掲げる事項を記載する

ものとする。 

(1) 労働契約の期間に関する事項 

(2) 勤務の場所及び従事すべき業務に関する事項 

(3) 始業及び終業の時刻、所定勤務時間を超える勤務の有無、休憩時間、

休日、休暇並びに職員を２組以上に分けて勤務させる場合における勤

務時転換に関する事項 

(4) 給与（退職手当、臨時に支払われる給与、期末手当、勤勉手当及び

その他これらに準ずる給与を除く。）の決定、計算及び支払の方法、

給与の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項 

(5) 退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 

（略） 

 

   附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第６条の２】 

・勤務条件の明示及び

雇用条件通知書の規

定 
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新 旧 改正理由等 

第１号様式（第６条の２関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

【任期付職員用（有期）】 

雇用条件通知書 
        殿                             年 月 日 

                   事業所名称・所在地  

                              

                   使用者職・氏名    

契約期間     年   月   日   ～    年   月   日 

勤務場所 （採用時） 

（変更の範囲） 

従事すべき 

業務の内容 

（採用時） 

（変更の範囲） 

始業、終業の 

時刻等 

１ 始業及び終業  月曜日から金曜日までの午前８時30分から午後５時15分 

２ 休憩   時から  時まで 

３ 時間外勤務の有無 

※ 特別の勤務に従事する職員又は勤務の性質上、１及び２により難い職員の

勤務時間の割振り及び休憩時間については、別に定める。 

勤務時間を割り

振らない日 

１ 週休日 日曜日及び土曜日 

２ 休日 国民の祝日に関する法律第３条に規定する休日 

１月１日から１月３日まで及び12月29日から12月31日まで 

※ 上記により難い場合は、別に週休日の割り振りを行う。 

休暇 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

給与 １ 給料 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

２ 賞与 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

３ 賞与以外の手当等 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

４ 締切日 毎月末（退職日が属する月は退職日。） 

５ 給与の支給方法（支給日を含む） 給与に関する規程に基づき支給。 

６ 昇給 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

７ 退職手当 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

退職に関する 

事項 

１ 雇用期間満了により退職する。 

２ 自己都合退職をする場合は、速やかに所属長に申し出ること。 

３ 次の各号のいずれかに該当する場合には、解雇することがある。 

(１) 勤務実績が良くないとき。 

(２) 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

(３) 前２号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を欠くとき。 

(４) 組織の改廃により廃職又は過員を生じたとき。 

(５) 事業の運営上やむを得ない事情により、事業の縮小、転換又は部門の閉鎖

等が必要なとき。 

４ その他、任期付職員に関する就業規則第14条に該当するときは解雇となる

場合がある。 

５ 定年制 無 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第１号様式】 

・雇用条件通知書の規

定 
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新 旧 改正理由等 

その他 １ 社会保険の加入 

  共済年金 健康保険（地方職員共済組合） その他（   ） 

  ※ ただし、雇用条件等により加入できる社会保険が異なります。 

２ 雇用保険の適用 有 

３ 安全衛生 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

４ 災害補償 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

５ 休業 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

６ 適用される就業規則 

任期付職員に関する就業規則及びこれに附属する規程 

※ 就業規則等及び事務分担表は、事務局において閲覧できます。 

７ 更新の有無 

（  更新しない  ・  更新する場合がある  ） 

８ 更新する場合の判断基準 

  ①職務遂行能力 ②職場適用能力 ③勤怠 ④健康状態 

⑤法人の経営状況 ⑥担当業務の状況 

９ 更新上限の有無 有（最初の契約開始日（ 年 月 日）が属する年度を

含めて 年まで。） 

10 雇用管理の改善等に関する相談窓口 

  担当者 ○○副事務局長 

※ 以下は、無期転換申込権を有する者を雇用する場合に記入 

11 無期労働契約 

本契約期間中に期間の定めのない労働契約（無期労働契約）の締結の申込

みをすることにより、本契約期間の末日の翌日（ 年 月 日）から、無期

労働契約での雇用に転換することができる。この場合の本契約からの労働条

件の変更の有無 有（任期付職員に関する就業規則の規定による。） 
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新 旧 改正理由等 

第２号様式（第６条の２関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

【任期付職員用（無期）】 

雇用条件通知書 
        殿                             年 月 日 

                   事業所名称・所在地  

                              

                   使用者職・氏名    

契約期間 期間の定めの有無 

無 

勤務場所 （採用時） 

（変更の範囲） 

従事すべき 

業務の内容 

（採用時） 

（変更の範囲） 

始業、終業の 

時刻等 

１ 始業及び終業  月曜日から金曜日までの午前８時30分から午後５時15分 

２ 休憩   時から  時まで 

３ 時間外勤務の有無 

※ 特別の勤務に従事する職員又は勤務の性質上、１及び２により難い職員の

勤務時間の割振り及び休憩時間については、別に定める。 

勤務時間を割り

振らない日 

１ 週休日 日曜日及び土曜日 

２ 休日 国民の祝日に関する法律第３条に規定する休日 

１月１日から１月３日まで及び12月29日から12月31日まで 

※ 上記により難い場合は、別に週休日の割り振りを行う。 

休暇 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

賃金 １ 給料 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

２ 賞与 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

３ 賞与以外の手当等 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

４ 締切日 毎月末（退職日が属する月は退職日。） 

５ 給与の支給方法（支給日を含む） 給与に関する規程に基づき支給。 

６ 昇給 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

７ 退職手当 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

退職に関する 

事項 

１ 自己都合退職をする場合は、速やかに所属長に申し出ること。 

２ 次の各号のいずれかに該当する場合には、解雇することがある。 

(１) 勤務実績が良くないとき。 

(２) 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

(３) 前２号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を欠くとき。 

(４) 組織の改廃により廃職又は過員を生じたとき。 

(５) 事業の運営上やむを得ない事情により、事業の縮小、転換又は部門の閉鎖

等が必要なとき。 

３ その他、任期付職員に関する就業規則第14条に該当するときは解雇となる

場合がある。 

４ 定年制 有 （  歳） 

５ 再雇用制度 有 （  歳）・ 無 

その他 １ 社会保険の加入 

  共済年金 健康保険（地方職員共済組合） その他（   ） 

※ ただし、雇用条件等により加入できる社会保険が異なります。 

２ 雇用保険の適用 有 

３ 安全衛生 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

４ 災害補償 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

５ 休業 任期付職員に関する就業規則の規定による。 

６ 適用される就業規則 

任期付職員に関する就業規則及びこれに附属する規程 

※就業規則等及び事務分担表は、事務局において閲覧できます。 

（新規） 

 

【第２号様式】 

・雇用条件通知書の規

定 
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新 旧 改正理由等 

７ 雇用管理の改善等に関する相談窓口 

  担当者 ○○副事務局長 

８ 勤務条件について 

毎年４月１日に見直しを行い、勤務条件等に変更がある場合には任期付職

員に関する就業規則に準じて勤務条件を明示する。 
 

 

 

 

 

 


